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日本大学歯学部付属歯科病院における最近 10 年間の来院患者動向
―来院患者数の推移とその分布についてー

山　本　佳央莉 1 　木　村　浮　子 1 , 2 　稲　葉　瑞　樹 1 , 3 　馬谷原　琴　枝 1 , 3 　納　村　泰　弘 1 , 3

　 1 日本大学歯学部歯科矯正学講座
2 日本大学大学院歯学研究科歯学専攻口腔構造機能学分野

3 日本大学歯学部総合歯学研究所臨床研究部門

　要旨
　【目的】日本大学歯学部付属歯科病院歯科矯正科（以下，当科）における矯正歯科治療受診患者動向および診療動態
を明らかにし，地域歯科医療への貢献に加え，大学病院として求められる専門的・包括的医療体制の検討に役立てる
ことを目的とした。
　【方法】2015年から2024年までの10年間に当科を受診した患者を調査対象とし，初診来院患者数，治療開始登録患者

（登録患者）数，男女比率，年齢別分布，治療内容について調査を行った。
　【結果】10年間に当科を受診した初診患者数は6,881人，登録患者数は3,652人，10年間の登録率（登録患者 / 初診患
者）は53.1％であり，これは当科における先行調査（45.0％）と比較して増加していた。登録患者における男女比は
1：1.6であり，年齢別分布では男女ともに10代がもっとも多かった。先行調査と比較し，女性では41歳以上，男性で
は20代で，患者数の増加が認められた。自費診療と保険診療の割合では，各年において自費診療が65％前後であった。
自費診療では叢生が35～45％でありもっとも多く，ついで多かったのは上顎前突で19～37％であった。保険診療では，
各年において顎変形症患者がもっとも多く，そのうち下顎前突が49～59％であり，ついで上顎前突12～18％，顔面非
対称9～17％，開咬5～11％の順であった。また，近年では顎変形症以外の患者が増加しておりとくに多数歯欠損患者
数の割合が高まる傾向にあった。
　【結論】当科の先行調査と比較して，登録患者数は増加傾向を示していたが，男女比，自費診療と保険診療の割合に
は大きな変化はなかった。年齢分布では41歳以上の患者数の増加が認められた。自費診療の割合は65％前後を推移し，
不正咬合別では叢生が最多，ついで上顎前突が多かった。また保険診療では，顎変形症以外の患者数の割合が増加し
ており，とくに多数歯欠損患者数の変化が顕著であった。
　高齢患者や多数歯欠損患者の増加に伴い，包括的医療の観点から，矯正歯科のみならず補綴科，歯周病科，口腔外
科などの各専門分野との連携が今後よりいっそう重要であると考えられた。
　キーワード：矯正歯科治療患者，実態調査，不正咬合

Ten-year trends in orthodontic patients at Nihon University Dental Hospital　
temporal changes in patient volume and distribution

Kaori Yamamoto 1 , Fuko Kimura 1 , 2 , Mizuki Inaba 1 , 3 , 
Kotoe Mayahara 1 , 3 , Yasuhiro Namura 1 , 3

1Department of Orthodontics, Nihon University School of Dentistry
2Nihon University Graduate School of Dentistry, Department of Oral Structural and Functional Biology

3Division of Clinical Research, Research Institute of Comprehensive Dentistry, Nihon University School of Dentistry

　Abstract
　【Purpose】This study aimed to clarify the trends and clinical characteristics of orthodontic patients at the 
Department of Orthodontics in Nihon University Dental Hospital and to utilize the findings not only to contribute to 
regional dental care but also to inform the development of specialized and comprehensive clinical systems expected 
of a university hospital.
　【Methods】Patients who visited the department between 2015 and 2024 were included. We investigated the 
number of first-visit patients and registered patients, as well as the registration rate, sex ratio, age distribution, and 
treatment modalities.
　【Results】During the 10-year period, 6,881 patients made their first visit to the department. Of these, 3,652 
initiated treatments, yielding a registration rate of 53.1%，which was higher than that reported in a previous study 
at our hospital (45.0%).The sex ratio among the registered patients was 1:1.6 (male: female), with the majority of 
patients being in their teens. Compared with the previous survey, increases were observed among female patients 
aged 41 years and older and among male patients in their twenties. The proportion of treatment types remained 
stable, with Non-insured treatment accounting for approximately 65% annually. Among the Non-insured treatment 
cases, crowding was the most frequent (35–45%), followed by maxillary protrusion (19–37%). Among the cases 
covered by health insurance, jaw deformities were the most common, with mandibular prognathism accounting for 
50–60%, followed by maxillary protrusion (12–18%), facial asymmetry (10–18%), and open bite (5–11%). In recent 
years, the number of cases of non-jaw deformity has increased, particularly in patients with nonsyndromic 
oligodontia.
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緒　 言

日本大学歯学部付属歯科病院（以下，当病院）は，1917
年に開院して以来，歯科医師養成の教育機関としての役割
に加え，地域住民を含む多くの患者に対し，相互の信頼関
係に基づいた質の高い先端歯科医療を提供する都心型大学
病院として長年にわたり機能してきた。当病院では1978年
に矯正歯科が標榜され，今日に至るまで社会制度の変遷に
伴い矯正歯科治療は多様化してきた。1982年に唇顎口蓋裂
患者，1990年には顎変形症患者に対する術前・術後矯正歯
科治療が保険収載され，さらに1995年には学校歯科検診に
おいて不正咬合の診査項目が導入された。また，複数回の
診療報酬改定により，矯正歯科治療が保険適用となる先天
性疾患の範囲が拡大し，2012年には 6 歯以上の先天性部分
性無歯症，さらに2018年には前歯および小臼歯の永久歯の
うち 3 歯以上の萌出不全に起因した咬合異常（埋伏歯開窓
術を必要とするものに限る）が追加されるなど，矯正歯科
治療の診療体制が拡充されてきた。

当病院における矯正歯科患者の診療実態を把握・分析す
ることは，診療体制の改善や今後の発展に資する重要な資
料となる。近年，矯正歯科治療に対する社会的関心や患者
ニーズが多様化しており，これらの変化に的確に対応する
ためにも，実態の把握は不可欠である。そこで本研究で
は，当科の診療動態を検証し地域医療へのさらなる貢献を
目指すことを目的に，2015年から2024年までの10年間に当
科を受診した患者の実態を調査し，過去のデータ 1 ）との
比較検討を行った。

資料および方法

2015年から2024年までの10年間に当科を受診した患者
6,881人（初診患者）を調査対象とした。

1 ．調査資料
調査資料として，初診時における氏名，年齢，性別，来

院日，主訴などが記録された問診票および精密検査時にお
ける頭部 X 線規格写真などの各種 X 線写真から分析され
た診療記録用紙を用いた。本調査では，初診患者のうち矯
正歯科治療を開始した患者を登録患者と定義した。登録患
者については，治療内容別に，自費による全顎的矯正歯科
治療（自費診療），Ⅰ期治療，部分矯正治療（MTM），お

よび保険適用の矯正歯科治療（保険診療）に分類した。さ
らに保険診療については，顎変形症，顎変形症以外の保険
適用の矯正歯科治療（顎変形症以外）に分類した。本研究
は，日本大学歯学部倫理委員会の承認を得て実施した（許
可番号：EP25D002）。

２.　調査項目
上記の患者について，以下の項目において調査を行っ

た。
1）患者数の年次推移および登録率
2）登録患者における男女比，年齢別分布
3）�登録患者における自費診療および保険診療の割合と

その年次推移
4）自費診療患者数および不正咬合分布とその年次推移
5）�保険診療における顎変形症患者と顎変形症以外の患

者の分布およびその割合
6）顎変形症患者の年次推移
7）顎変形症以外の患者の年次推移
年齢別分布には初診時年齢を用い，10歳以下，11～20

歳，21～30歳，31～40歳，41～50歳，51歳以上に分類し
た。顎変形症以外の保険適用の矯正歯科治療はさらに厚生
労働省が定める先天疾患（先天異常）， 6 歯以上の先天性
部分性無歯症（多数歯欠損），前歯および小臼歯の永久歯
のうち 3 歯以上の萌出不全に起因した咬合異常（ 3 歯以上
萌出不全）に分類した。

結　 果

1 ．�患者数の年次推移および登録率（図 1 ）
2015年から2024年までの10年間に当科を初診で受診した

患者数は計6,881人で，年間平均は688.1人であった。2018
年に一時的な減少を示したが，2019年以降は増加傾向を示
し，2024年には987人と最多であった。登録患者数につい
ては，10年間平均は365.2人で，2022年の517人が最多であ
り，2018年の187人が最少であった。登録率（登録患者 /
初診患者）は，年間平均53.1％で，もっとも高かったのは
2021年の61.8％，もっとも低かったのは2018年の39.8％で
あった。登録率は，2017年まで50％前後を推移していた
が，2018年で一旦40％以下に減少し，2019年から2021年に
かけて再び60％前後まで上昇したものの，2022年からは減
少傾向を示した。

　【Conclusion】Compared with the previous study, the number of registered patients has increased, whereas the 
sex ratio and proportion of insured versus self-paid treatment have remained largely unchanged. In terms of age 
distribution, the number of patients aged 41 years and older has increased. The proportion of self-paid treatments 
remained around 65%, with crowding being the most common malocclusion, followed by maxillary protrusion. For 
insured treatments, the number of non-jaw deformity cases has shown an increasing trend, especially in patients 
with multiple tooth losses. With an increase in the number of elderly patients and cases with nonsyndromic 
oligodontia, interdisciplinary collaboration between prosthodontics, periodontics, and oral surgery is expected to 
become increasingly important from the perspective of comprehensive dental care.
　Keywords: Orthodontic patients, survey, malocclusion
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2 ．�登録患者における男女比および年齢別分布（図 2 ，
3 -A，B）

登録患者のうち男性は1,372人（37.6％）で，女性は2,280
人（62.4％）であった。男女比は約 1：1.6で女性の方が多
かった。2015年から2024年までの10年間を通し各年男女比
に大きな変化はなかった。

年齢層については，10年間で男性は 5 歳から73歳が，女
性では 5 歳から78歳が登録患者となっていた。年齢分布に
ついては，男性は10代患者が537人ともっとも多く，つい
で多かったのは20代で306人であった。女性においても同
様であり，もっとも多かったのは10代で785人，ついで多
かった20代は678人であり両年代の差は男性よりもわずか

であった。男女別でみると2020年以降は10代，20代患者の
増加が顕著であり，また，後半の 5 年間では，全体数は少
ないものの女性の41歳以上の患者数の増加を認めた。

3 .　�登録患者における自費診療および保険診療の割合とそ
の年次推移（図 4 ）

登録患者における自費診療（Ⅰ期治療および MTM も
含む）と保険診療の割合の年次推移は10年間を通して大き
な変化はなく， 3 ～ 4 割であった。保険診療の割合がもっ
とも多かったのは2019年で39.4％，もっとも少なかったの
は2023年の31.5％であった。

図1

年 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 合計
初診患者数 519 533 526 470 531 625 832 897 961 987 6,881
登録患者数 240 286 263 187 310 384 514 517 508 443 3,652
登録率(%) 46.2 53.7 50.0 39.8 58.4 61.4 61.8 57.6 52.9 44.9 53.1

未治療患者

登録患者
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図 1　患者数の年次推移および登録率 図2

女性

男性

(人)

(年)
年 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 合計

男性(人) 95 102 105 72 120 130 173 212 195 168 1,372
女性(人) 145 184 158 115 190 254 341 305 313 275 2,280
男性割合(%) 39.6 35.7 39.9 38.5 38.7 33.9 33.7 41.0 38.4 37.9 37.6
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図 2　登録患者における男女比
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図3
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図 3　登録患者における男女別年齢分布の年次推移と10年間の合計
	 A：男性　　B：女性
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4 .　�自費診療患者数および不正咬合分布とその年次推移
（図 5 -A，B）

登録患者のうち全顎的矯正歯科治療を行った自費診療患
者数の年次推移については，2015～2018年までは年間80～
130人前後と比較的少数であったが2019年以降は増加傾向
となり，2021年に250人で最多となり，その後2022～2024
年はやや減少しているものの，前半 5 年と比べると依然と
して高い水準であった。

不正咬合別では，10年間で叢生が665人でもっとも多く，
ついで上顎前突が418人であり， 3 番目は反対咬合（下顎
前突を含む）で149人，さらに開咬138人，上下顎前突93
人，空隙歯列92人，過蓋咬合64人，その他38人の順であっ

た。年次別でみると，叢生（35～45％）がもっとも多く，
二番目に多かったのは上顎前突（19～37％）であった。反
対咬合は，2015～2019年までは年間 5 ～11人程度であった
が，2020～2024年は18～25人と増加傾向を示した。同様
に，開咬も2015～2018年は 5 ～ 9 人と少なく，2019～2024
年は14～26人と増加傾向を示した。

5 .　�保険診療における顎変形症患者と顎変形症以外の患者
の分布およびその割合（図 6 ）

保険診療のうち，10年間を通して顎変形症患者の割合は
81～97％と多数を占めている。しかし，顎変形症以外の保
険診療患者（以下，顎変形症以外の患者）の割合が近年増

自費（MTMⅠⅠ期含む）

保険

図4 

年 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024
保険診療
割合(%) 36.7 35.3 31.6 38.5 39.4 38.0 32.5 37.1 31.5 36.1

（人）

（年）

600

500

400

300

200

100

0
年 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

顎変以外患者割合
（％) 13.6 5.9 6.0 11.1 2.5 9.6 9.6 13.0 15.6 18.8

図6
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図 4 　�登録患者における自費診療および保険診療の割合とその年次
推移

図 6　�保険診療における顎変形症患者と顎変形症以外の患者の分布
およびその割合
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図 5　�自費診療患者数および不正咬合分布とその年次推移										        
	 A：年次推移　　B：10年間合計
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加傾向を示した。2015～2021年までは10％前後であったも
のが，2021年から徐々に増加し，2024年では18.8％になっ
ていた。

6 .　�顎変形症患者の年次推移（図 7 ）
顎変形症患者数は，最多は2022年の167人，最小は2018

年の64人であり，10年間の平均数は114.7人であった。症
状別では，下顎前突がもっとも多く（49～59％），続いて
上顎前突（12～18％），顔面非対称（ 9 ～17％），開咬（ 5
～11％）の順であった。これらの分布は，10年間を通して
おおむね一定であった。

7 .　�顎変形症以外の患者の年次推移（図 8 ）
顎変形症以外の患者では，先天異常，多数歯欠損， 3 歯

以上萌出不全に分類して年次推移を調査したところ，とく
に2020年以降より多数歯欠損患者数の増加が認められた。
調査開始の2015年では 8 人であったのに対し，2024年は最
多の21人であった。

考　 察

1 ．�患者数の年次推移および登録率（図 1 ）
2015年から2024年までの10年間に当科を受診した初診患

者数は6,881人（年間平均688.1人）であり，これは2009年
から2013年の 5 年間における初診患者2,555人（年間平均
511人）1 ）と比較して増加傾向を示した。2018年には初診
患者数および登録患者数が一時的に減少したが，これは同
年10月の新病院移転に伴う影響と考えられる。その後，診
療環境の改善により患者数は回復し，2019年以降は増加傾
向を示した（図 1 ）。また厚生労働省患者調査によると，
1 日あたり矯正初診患者数は2017年の約800人から2020年
には約2,900人へと大幅に増加しており 2 , 3 ），国的にも矯正
歯科治療への需要が拡大していたと考えられる。この背景
には，新型コロナウイルス流行下でのマスク着用の長期化
により，装置の審美的問題で治療をためらっていた患者層

の受診増加があったと推察される。
登録患者の推移では，2015年から2024年の10年間で平均

登録率は53.1％であった。とくに2020年，2021年には60％
を超え，2022年も57.6％と高い登録率を示したが，2021年
をピークに2024年まではやや減少傾向にある。これは，近
年地域の一般歯科医院で矯正歯科治療を行う施設が増えた
ことで，大学病院と比較し通院の利便性を優先して開業医
を選択する患者が増加していることが一因と考えられる。
またインターネットや SNS の普及により矯正歯科治療に
関する情報が容易に得られるようになり，患者自身が複数
の選択肢を比較検討して受診先を決める傾向も影響してい
ると推察される。このように患者の関心や知識は年々高
まっており，審美的改善に加え顎機能改善を目的とする患
者も増加している。このことより，当科における今後の登
録率向上のための課題としては，適切な診断と治療を提供
するだけでなく，情報発信の充実ならびに利便性を考慮し
た診療体制の整備が必要と考えられる。

2 ．�登録患者における男女比および年齢別分布（図 2 ，
3 -A，B）

2登録患者数の男女比は約 1：1.6であり，この傾向は
2016年の当科の報告や他施設の結果 4 , 5 ）と類似していた。
一方で，2007年の当科の報告 1：2.4 6 ）と比較すると男性
の割合が増加しており，男性における歯列への関心や受診
意識の高まりが示唆された。

年齢別分布ではもっとも多い年代は男女ともに10代であ
り，男性は39.2％，女性は34.4％であった。この年代は，
混合歯列期から永久歯列完成期までを含んでおり，Ⅰ期治
療だけでなく全顎的矯正歯科治療が開始可能となる時期で
もあることから，不正咬合が発見されやすく，患者数が多
くなったと推察された。これらの傾向は他の医療機関 7 , 8 ）

においても同様であった。
男性では20代患者数の年次変化が大きく，とくに2020年

以降に増加が顕著であった。2022年と2024年の歯科疾患実
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態調査を比較すると，20代男性の矯正歯科治療経験者が増
加しており，30歳未満男性における矯正歯科治療経験率も
上昇していたことから 9 , 10），全国的に男性の矯正歯科治療
への関心が高まっていると考えられた。

女性においては，当科の過去の報告 1 , 6 ）と比べ41歳以上
の患者が増加しており，男性よりも高齢まで治療を希望す
る傾向が認められた。これは女性の方が審美的改善に対す
る要求が高いことを反映していると考えられる。また，今
回の調査では 5 ～78歳と幅広い年齢層で治療が行われ，
2016年の当科での調査 1 ）では存在しなかった60歳以上の
患者も39人認められた。その治療内容は，補綴前処置など
の包括的治療の一環として矯正歯科治療が介在する症例が
多かった。歯科疾患実態調査においても，60～65歳で残存
歯を20本以上有する割合は2016年の85.2％から，2022年
89.3％，2024年91.5％へと増加しており 9 -11），高齢者でも
矯正歯科治療が可能となる基盤が広がっていると考えられ
る。さらに，矯正歯科治療は成人でも可能であるという啓
発活動の浸透も影響していると推察された。また年齢が高
くなるにしたがって補綴物を有する患者や，歯周病に罹患
している患者10），全身疾患を有する患者12）も増加している
ことから，成人の矯正歯科治療については，今後よりいっ
そう他科連携が必要であると考える。

3 ．�登録患者における自費診療および保険診療の割合とそ
の年次推移（図 4 ）

自費診療と保険診療の割合は65：35（2,361人：1,291人）
となり，2016年の当科の報告における自費診療 : 保険診療
の割合である66：34 1 ）とおおむね一致していた。年次推
移を見ても，保険診療の割合がもっとも多かったのは2019
年で39.4％，もっとも少なかったのは2023年で31.5％であ
り，各年で約10％の増減は認められたが，この変動は登録
患者数の増減とは必ずしも一致していなかった。これは当
病院が保険適用となる矯正歯科治療を実施できる指定医療
機関であることから，他院からの紹介患者が多く，結果と
して保険診療の割合は一定水準に維持されていると考えら
れる。一方で，自費診療においても費用の明確さや信頼性
を重視して大学病院を選択する患者層が一定して存在する
と考えられ，全体として自費診療と保険診療の比率は大き
く変動しなかったと考えられる。

4 ．�自費診療患者数および不正咬合分布とその年次推移 
（図 5 -A，B）

不正咬合分布では，自費診療においては叢生が35～45％
ともっとも多く，ついで上顎前突が19～37％となってい
た。この傾向はこれまでの当科の報告13）や他医療機関の
報告14, 15）に類似していた。2016年歯科疾患実態調査にお
いても12歳から20歳では叢生は約26％，4 ㎜以上のオー
バージェットは約40％11）であり，叢生や上顎前突は不正

咬合の代表的な疾患として認識されやすく，矯正歯科治療
による歯列および口元の改善が可能であることが広く周知
されていると考えられた。

一方で，近年は反対咬合や開咬の患者数が徐々に増加し
ている。これは2023年の当科での報告でも示された歯科矯
正用アンカースクリューの普及16）により，従来は外科手
術併用が必要であった境界症例に対しても，手術を希望し
ない患者に非外科的な治療選択肢を提供できるようになっ
たことが影響していると示唆された。

5 ．�保険診療における顎変形症患者と顎変形症以外の患者
の分布およびその割合（図 6 ）

前述の通り，登録患者のうち保険診療の割合は以前の報
告と比較してほとんど変化が認められなかったが，一方
で，保険診療における疾患別内訳は変化が認められた。
2016年の当科での報告では，保険診療のうち，顎変形症患
者の割合が94.4％，顎変形症以外の患者の割合は5.6％で
あったのに対し 1 ），本調査における顎変形症以外の患者割
合の10年間平均は10.6％と増加した。とくに2020年以降
9.6％から徐々に増加しており，2024年では18.8％であった。
これは2012年に 6 歯以上の先天性部分性無歯症（多数歯欠
損），2018年に前歯および小臼歯の永久歯のうち 3 歯以上
の萌出不全に起因した咬合異常（ 3 歯以上萌出不全）に対
する矯正歯科治療が保険適用となり，徐々にこれらの疾患
に対する認識が広まっていることが示唆された。

6 ．顎変形症患者の年次推移（図 7 ）
顎変形症患者における10年間の症例別分布は下顎前突が

もっとも割合が高く49～59％であった。これは，反対咬合
は症状が明瞭であり患者は顔貌の改善を強く望むため，多
くの患者が骨格的改善を希望していると考えられた。つい
で多かったのは上顎前突であり12～18％であった。これは
他医療機関の報告17, 18）と比較して多かった。上顎前突に
対する治療は歯科矯正用アンカースクリューの普及によ
り，矯正単独の治療でも咬合の改善は可能となるケースも
増えてきている一方で，下顎後退により睡眠時無呼吸症候
群を併発している場合など，機能回復のために外科手術が
第一選択となる症例もあるため，患者数の割合が比較的多
かったと考えられる。

7 ．�顎変形症以外の患者の年次推移（図 8 ）
保険診療における顎変形症以外の患者の割合は10年平均

10.6％であり，これは当科での以前の調査である5.6％ 1 ）

と比較して高い値を示した。10年間での年次推移をみる
と，近年は増加傾向にあり2024年では18.8％と最多であっ
た。なかでも多数歯欠損患者数の変化は著しく，年間の患
者数は2019年には 3 人，続いて10人，11人，19人，16人，
そして2024年では21人と患者数の増加を認めた。2012年よ
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り多数歯欠損患者に対する矯正歯科治療が保険収載され，
当病院では矯正歯科治療のみならず多数歯欠損患者では必
須となる補綴治療まで一貫して治療が完結することから，
世間の認識の広がりとともに患者数の増加に直結したもの
と示唆される。先天異常患者の割合は，2016年の当科での
報告 1 ）と変化はなかった。 3 歯以上萌出不全患者数は現
時点では少ないが，多数歯欠損と同様に他科との連携が必
須であることから，今後当病院での患者数の増加が見込ま
れる。

結　 論

2015年から2024年の10年間に日本大学歯学部付属歯科病
院歯科矯正科を受診した患者の実態調査を行い以下の結論
を得た。
1 ．�10年間の初診患者総数は6,881人，登録患者総数は3,652

人，登録率は53.1％であり，当科の以前の報告と比較
し増加していた。

2 ．�男女比は当科の以前の報告と比較して変化はなかった
が，男性では20代の患者数の増加，女性では41歳以上
の患者数の増加を認めた。

3 ．�治療内容別では，登録患者全体のうち保険診療割合が
約35％となり，当科の以前の報告とおおむね同じ割合
であった。

4 ．�当科の以前の報告と比較して，保険診療における顎変
形症以外の患者の割合の増加を認め，とくに多数歯欠
損患者数の増加は近年顕著であった。

本論文に関して，開示すべき利益相反はない。
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Dual imaging plate による口内法 X 線撮影における空間分解能およびノイズの検討
佐　々　木　辰　彦

日本大学大学院歯学研究科歯学専攻口腔健康科学分野
日本大学歯学部歯科放射線学講座

（指導：松本邦史 教授，雨宮俊彦 専任講師）

　要旨
　【目的】臨床的な X 線照射角度および線量条件下で，dual imaging plate（DIP）口内法 X 線撮影のコントラスト対
ノイズ比（CNR）および空間分解能を評価することにより，臨床応用の可能性を検討した。
　【方法】臨床に即した X 線照射角度75°と線量0.71 mGy で X 線撮影した時の単一 IP（SIP），前面 IP（FIP）および
DIP 画像の CNR と空間分解能（SWRF）を解析した。
　【結果】臨床に即した X 線照射角度および線量条件でも，DIP 画像は SIP 画像および FIP 画像よりも有意に高い
CNR を示した。一方，SWRF の曲線は同様の傾向を示した。
　【結論】DIP 法は，臨床に即した X 線照射角度および線量条件においても，空間分解能を維持しながら X 線写真の
画質を向上させることが示された。
　キーワード：デュアルイメージングプレート，口内法 X 線撮影，空間分解能，コントラスト対ノイズ比
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緒　 言

デジタル口内法 X 線撮影では，検出器の特性から半導
体方式とイメージングプレート（Imaging plate：IP）方
式に大別される1,2）。IP は半導体と比較して薄く柔軟性に
優れているため，口腔内への挿入が容易であり，臨床で広
く使用されている3-7）。IP 方式では，被写体を透過した X
線が IP 表面の輝尽性蛍光体に吸収され，エネルギーとし
て蓄積される。赤色のレーザー光を照射することで，蓄積
された X 線のエネルギーに相当する青色の蛍光が放出さ
れる。この蛍光を検出することで被写体の X 線画像が生
成される8）。

X 線は透過性が高いため，その一部は IP を容易に透過
する。IP を透過した X 線は，IP 後方の組織の被曝や散乱

線発生に伴う画質低下の要因となる9）。また，IP を透過し
た X 線は，被写体の画像情報を含んでいる。この画像情
報を有効活用するため，２枚の IP を重ねたデュアル IP 口
内法 X 線撮影（DIP 法）が開発された9,10）。DIP 法では，
前面 IP（Front IP：FIP）と後面 IP（Back IP：BIP）を
重ね合わせて保護袋に梱包し X 線撮影を行う。FIP のみ
では失われる画像情報が BIP に捕捉されるため，この
BIP 画像と FIP 画像を合成することにより DIP 画像が得
られる9）。一般に X 線撮影は低線量で行われることが望ま
しいが，線量の低減は画像のノイズを増加させ，結果とし
て診断能の低下を招く11-13）。DIP 法はノイズを低減させる
ことが可能であるため，低線量条件においても診断能が維
持された as low as reasonably achievable の原則に即した
手法として期待されている9,14）。



日大歯学

9

第 100 巻第 1 号

これまで DIP 法の画質については，平行法 X 線撮影で
検討が行われてきた。国内で一般的な二等分法 X 線撮影
のように，X 線束の中心線が IP に対して斜めに照射する
場合，FIP 画像と BIP 画像の２枚に歪みが生じ，DIP 画
像の合成不良や鮮鋭度の低下を引き起こす可能性が指摘さ
れている9）。また，これまで DIP 法の有用性は極めて低線
量な条件でしか検討されていないため，臨床で用いられて
いる線量条件では画像合成による輝度飽和の発生も懸念さ
れている9）。

そこで本研究では，DIP 法の臨床応用を念頭に，臨床で
用いられている照射角度および撮影条件における DIP 画
像の画質を検討することを目的とした。

材料および方法

1 ．撮影条件
X 線装置には，Xspot-TS（アサヒレントゲン工業，京

都）を使用した。撮影条件は，管電圧70 kV，管電流６
mA，照射時間0.1秒とした。

IP は，Digora Optime Imaging Plate（Size 2：31 × 41 
mm；Soredex PaloDEx Group Oy, Tuusula, Finland）を
使用した。この IP の背面に接着している薄い鉄板を撤去
し，FIP として使用した。その後，FIP の後面に BIP を
重ね合わせ，遮光性のあるビニール性保護袋（標準型；ホ
リスティックホールディングス，東京）に梱包し，DIP を
10組作製した。対照群として，IP を１枚封入した単一 IP

（single IP：SIP）を10枚作製した。
X 線撮影には，口内法 X 線撮影用インジケーター（CID-

4；阪神技術研究所，大阪）を使用した。このインジケー
ターでは，X 線束の中心線が IP に対して75°となるように

設計されている。焦点－ IP 間距離を270 mm に設定し，
軟組織の代替として被写体の前に厚さ40 mm のアクリル
ブロックを設置した（図１）。

被写体には，コントラスト対ノイズ比（Contrast-to-noise 
ratio：CNR）測定用として，厚さ１ mm のアルミニウム
を12段の階段状に配置した円形アルミニウムファントムを
使用した。また，空間分解能評価の矩形波応答関数

（Square wave response function：SWRF）測定用に，厚
さ0.1 mm のタングステン板で構成された矩形波チャート

（micro chart R-1W100；Hüttner Röntgenteste, Bayern, 
Germany）を使用した。この矩形波チャートは，1.25，
1.6，2.0，2.5，3.2，4.0，5.0の７種類のラインペア（line 
pairs per millimeter：lp/mm）のスリットで構成されてい
る。それぞれの被写体に対し，DIP または SIP を用いて
X 線撮影を行った。

２．画像処理
Digora Optime DXR-60（Soredex PaloDEx Group Oy）

を用いて，撮影後の DIP および SIP をスキャンした。撮
影 済 み DIP の 梱 包 を 解 き，FIP と BIP を 取 り 出 し た。
BIP と SIP はそのままスキャンし，FIP は鉄板を再装着し
てからスキャンを行った。スキャン画像は，８bit グレー
スケールビットマップ形式で出力した。マトリックスサイ
ズは1,333 × 1,020ピクセル，ピクセルサイズは30 × 30 
μ m とした。

出力した FIP 画像と BIP 画像を位置合わせした後，各
ピクセルの濃度値を加算平均して DIP 画像を合成し，各
測定に使用した。画像合成処理には，独自に作成したソフ
トウェア（開発言語：Visual Studio 2019 C#; Microsoft, 

図１　口内法 X 線撮影用インジケーターを用いた X 線の中心線と IP の配置図
焦点－ IP 間距離は270 mm，IP に対する照射角度は75°とした。
IP：imaging plate, DIP：dual imaging plate, SIP：single imaging plate
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Redmond, WA, USA）を使用した。SIP 画像には画像処理
はせず，測定に使用した。その後，DIP 画像，SIP 画像お
よび FIP 画像の CNR と SWRF を測定した。

1）CNR の測定
ImageJ（Version 1.53k; National Institutes of Health, 

Bethesda, MD, USA）を用いて，各 DIP 画像，SIP 画像
および FIP 画像における階段状ステップの濃度値を計測
した。アルミニウムファントムの厚さ１ mm および５ 
mm のステップに50 × 50ピクセルの関心領域を設定し，
濃度値の平均（Mean（Al X mm））と標準偏差（SD（Al X mm））
を算出した。この値をもとに，以下の式により CNR を算
出した。

2）SWRF の測定
ImageJ を用いて，各 DIP 画像，SIP 画像および FIP 画

像のラインプロファイルから Countmax（LP），Countmin（LP），
Countmax（ref）および Countmin（ref）を測定し，以下の式から
SWRF を算出した。

Countmax（LP）：各ラインペア内の最大濃度値
Countmin（LP）：各ラインペア内の最小濃度値
Countmax（ref）：背景部の最大濃度値
Countmin（ref）：背景部の最小濃度値

3）照射線量の測定
照 射 線 量 と し て， 線 量 測 定 器（RaySafe ThinX：

RaySafe, Hovås, Sweden） を 用 い て 入 射 空 気 カ ー マ
（incident air kerma：IKA）を測定した。

３．統計解析
DIP 画像，SIP 画像および FIP 画像の CNR について，

Shapiro–Wilk 検定により正規性を，Levene 検定により等
分散性を確認した後，一元配置分散分析を実施した。有意
差が認められた場合には，Bonferroni 補正を併用した
Student の t 検定を用いて事後比較を行った。統計解析に
は，SPSS Statistics（Version 25.0：IBM, Armonk, NY, 
USA）を用いた。有意水準は p < 0.05に設定した。SWRF
は，グラフ上の曲線の類似性を視覚的に評価した9）。

結　 果

DIP 画像の CNR は，SIP 画像および FIP 画像と比較し

CNR=

2

Mean（Al 5 mm）－Mean（Al 1 mm）

SD（Al 5 mm）2＋SD（Al 1 mm）2

Countmax（LP）－Countmin（LP）
Countmax（ref）－Countmin（ref）

SWRF=

て有意に高かった。一方，SIP 画像と FIP 画像の CNR に
有意差は認められなかった（図２）。

SWRF 曲線は，DIP 画像，SIP 画像および FIP 画像の
３者でほぼ同一型であり，空間分解能に差は認められな
かった（図３）。また，本研究で得られた DIP 画像におい
て，輝度飽和や画像合成の不具合は認められなかった。

IKA の平均は0.71 mGy であった。

考　 察

これまで報告されている DIP 法の研究では，IP を梱包
したビニール性保護袋を被写体に密着させた状態に配置
し，X 線束の中心線が IP に対して垂直に照射される理想
的な条件で画質の検討が行われてきた9）。しかし，臨床で
の X 線撮影では，被写体と IP が厳密に密着することはな
い。したがって，被写体と IP の間に距離がある場合は，
その距離に応じて半影が大きくなり，空間分解能の低下に
つながる。また，国内では二等分法やインジケーターを利
用して IP に対して斜めに照射する口内法 X 線撮影が一般
的であるため，画像に歪みが生じる。本研究では，DIP 法
の臨床応用を目的として，臨床に即した X 線束の中心線，
被写体および IP との位置関係において，DIP 法のノイズ
低減効果と空間分解能が維持されているかを検討した。

本研究の結果，照射角度が75度である場合においても，
DIP 画像は照射角度が垂直な場合と同様に，SIP 画像およ
び FIP 画像よりも高い CNR を示した。DIP 法は，FIP で
捕捉されなかった X 線光子を BIP で捕捉しており，FIP
画像と BIP 画像を合成した DIP 画像では，SIP 画像や
FIP 画像と比べてより多くの光子を取得しているため，ノ
イズが低減されたと考えられる。

DIP 画像，SIP 画像および FIP 画像間で，SWRF の曲
線は類似した。FIP 画像と BIP 画像が一致しない状態で，
DIP 画像が合成された場合，各ラインペアにボケが生じ
て，DIP 画像の空間分解能が低下すると考えられる。しか
し，本研究において，３種類の画像の空間分解能が類似し
たことは，画像合成が有効に機能したことを示唆してい
る。

本研究の撮影条件では，半影に伴うボケが画像に生じて
鮮鋭度が低下しなかった。今回，FIP 画像と BIP 画像を
合成させた DIP 画像の CNR は高く，SWRF は維持され
た。さらに，X 線束の照射角度が75度の場合でも，DIP 法
は空間分解能を維持しつつノイズを低減できた。また，
FIP 画像と SIP 画像の間で CNR に有意差は認められず，
両者の SWRF 曲線も同一型であった。今後の研究におい
て DIP 画像の比較対照として FIP 画像も利用可能である
ことを示した。

本研究における照射線量は0.71 mGy であり，これは日
本の診断参考レベルにおける小児下顎犬歯部の IAK に相
当する15）。また，Watanabe ら9）の研究で用いられた線量
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患者において特に有用である7）。
携帯型 X 線装置による撮影では，固定源が無い状態で

撮影されることが多く，露光中の動きによるアーチファク
トや位置誤差が生じる可能性がある17）。DIP 法により X 線
照射時間を短縮することができれば，画像のぶれを軽減す
るとともに，意図しない領域への放射線被曝を低減するこ
とが可能である。さらに，パノラマ撮影や Computed 
tomography が実施不可能な状況において，口内法 X 線撮影
が代替検査として用いられる場合においても有用である18）。
また，広範囲な画像診断が必要な場合においても，DIP 法
の低線量でも高画質な画像が得られるという特徴は有利に
働くと考えられる。

である0.33～0.66 mGy よりも高かったが，DIP 画像に輝
度飽和は認められず，画質の特徴は維持されていた。この
ことから，DIP 法は臨床で用いられる線量条件でも高画質
な画像が得られることが分かった。

さらに，DIP 法は低線量でも画質を損なわないため，診
断能を維持しつつ被曝を最小化できる。IP 方式の口内法
X 線撮影は，CCD センサーと比較して，口腔内挿入時の
不快感が少なく咬翼法にも適している7,16）。そのため，DIP
法は臨床において有用な選択肢となり得る。DIP 法の有効
性が確立されれば，口内法 X 線撮影に新たな利点をもた
らす。さらに，DIP 法は X 線照射時間の短縮を可能とす
るため，小児や障がい者，体動により IP の保持が困難な

図２　contrast-to-noise ratio（CNR）の測定
アルミニウムファントム（A）を撮影した X 線画像の１ mm および５ mm のステップに50 × 50ピクセルの関心領
域（黄枠）を設定した（B）。３画像の CNR の平均と標準偏差を示す（C）。* p < 0.05。
DIP：dual imaging plate, SIP：single imaging plate, FIP：front imaging plate
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図３　各画像の square wave response function（SWRF）の測定
矩形波チャート（A）を撮影した X 線画像のラインペアチャート（B）に線状関心領域（黄線）を設定した。線状
関心領域のラインプロファイル（C）。各画像の SWRF（D）。
lp/mm：line pairs per millimeter, Countmax （LP）：各ラインペア内の最大濃度値，Countmin（LP）：各ラインペア内の最
小濃度値，Countmax（ref）：背景部の最大濃度値，Countmin（ref）：背景部の最小濃度値，DIP：dual imaging plate, 
SIP：single imaging plate, FIP：front imaging plate
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今後，スキャン時間を含めた DIP 画像の処理時間や
DIP 法を利用するときの適正線量などの詳細な検討も必
須である。これらの課題を解決することで，IP 方式の利
点を損なうことなく高画質で低線量な X 線撮影法として，
DIP 法の臨床応用が期待される。

結　 論

本研究で設定した照射角度の条件において，DIP 画像の
CNR は SIP 画像および FIP 画像と比較して有意に高かっ
た。また，３画像の SWRF 曲線は類似していた。よって，
DIP 法は臨床的な撮影条件においても，空間分解能を損な
うことなくノイズ低減による画質向上効果があることが示
された。

本研究を行うにあたり，格別なるご指導およびご高閲を賜り
ました日本大学歯学部歯科放射線学講座の松本邦史教授ならび
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日本大学歯学会会則

（名称）

第 １ 条　本学会の名称は，日本大学歯学会（Nihon University Society of Dentistry）とし，その事務局を日本大学歯学部内に置く。

（目的） 

第 ２ 条　本学会は，歯科医学及びこれに関連する学術領域の進歩を図り，もって国民の健康に寄与することを目的とする。

（事業）

第 ３ 条　本学会は，次の事業を行う。

①　会員の研究成果を発表するため，学術大会を原則として年１回開催する

②　会員の研究成果を公表するため，機関誌「日大歯学」を発行し，会員に配布する

③　本学会の対象とする学術領域における研究業績に対し表彰を行う。ただし，表彰規定は別に定める

④　その他，本学会の目的を達成するために必要な事業を行う

（会員の構成） 

第 ４ 条　本学会は，次の会員で構成する。

①　�正会員　第２条の目的に賛同する個人で，理事会において承認された者（日本大学歯学部の教員，研究講座員，研究生，研

究員ならびにポスト・ドクトラル・フェロー等）

②　学生会員　第２条の目的に賛同する学生で，理事会において承認された者。

　　ただし，学生会員に関わる必要事項は別に定める

③　法人会員　第２条の目的に賛同し，理事会において承認された法人または団体

④　名誉会員　本学会の活動に特に功労があった理事経験者で，常任理事会で推薦され，理事会において承認された者

（入会の手続き） 

第 ５ 条　本学会に入会を希望する者は，所定の申込書に必要事項を記入し，本学会事務局に申し込むものとする。 

（退会等の手続き） 

第 ６ 条　�会員が退会を希望する場合または会員の姓名，連絡先等の届出事項に変更が生じた場合は，すみやかに本学会事務局に届け

出るものとする。

２　日本大学大学院歯学研究科の大学院生の在学中の退会は認めない。

３　退会者には，納入済の当該年度会費を返還しない。

４　年度途中の退会であっても，退会年度までの年会費を納入する必要がある。

（会員資格の喪失） 

第 ７ 条 　�正会員，学生会員及び法人会員は，次の各号のいずれかに該当する場合は，理事会で審議の上，その資格を取り消すことが

できる。

①　退会届を提出し，受理された場合

②　２年間以上会費を未納した場合

③　第２条の本学会の目的に反する行為を行い，本学会の名誉を傷つけた場合

（再入会の手続き）

第 ８ 条　�第７条第２項に基づいて退会措置となった者が再び入会を希望した場合，未納期間の年会費相当額を納付することで再入

会の資格を得る。ただし，納付の上限は再入会年度の年会費を含めた５年分とする。

（役員の構成） 

第 ９ 条　本学会の運営を円滑にするため，次の役員を置く。

①　会長　　　　　１名

②　副会長　　　　１名

③　常任理事　　若干名

④　理事　　　　若干名



⑤　監事　　　　若干名

⑥　評議員　　　若干名

⑦　幹事　　　　若干名

（役員の職務） 

第 10 条　役員の職務は以下の各項による。

２　会長は，本学会を代表し，会務を統括する。

３　副会長は，会長を補佐し，会長に事故あるときは，その職務を代行する。

４　常任理事は，総務，集会，会計，編集の各会務を担当する。

①　�総務担当常任理事は，会員の入退会に関する事項，総会ならびに役員会に関する事項，その他，本学会の運営全般に関わる会

務を担当する

②　集会担当常任理事は，総会ならびに学術大会の運営に関する会務を担当する

③　会計担当常任理事は，本学会の予算・決算に関する会務を担当する

④　編集担当常任理事は，編集委員会を招集し，機関誌「日大歯学」の編集・刊行に関する事項を担当する

５　理事は，本学会の会務に関する重要事項を審議する。

６　監事は，本学会の各事業および会計を監査する。

７　評議員は，理事会から提案された案件について，評議，決定する。

８　幹事は，常任理事の担当する会務を補佐する。 

（役員の委嘱） 

第 11 条　役員の委嘱は次のとおりとする。 

①　会長は，歯学部長がこれに当たる

②　副会長は，会長が委嘱し，総会において承認する

③　常任理事は，会長が委嘱し，総会において承認する

④　理事は，会長が専任教授に委嘱し，総会において承認する

⑤　監事は，会長が専任教授に委嘱し，総会において承認する

⑥　評議員は，会長が専任教授及び専任准教授，若しくは当該講座の代表１名に委嘱し，総会において承認する 

⑦　幹事は会長が委嘱する

（役員の任期） 

第 12 条　役員の任期は，次のとおりとする。

①　会長の任期は，学部長在任期間と同一とする。

②　常任理事および監事の任期は１年とする。ただし，副会長，編集担当常任理事および監事については再任を妨げない。

③　会計・集会・総務担当常任理事については，この順序で同一の理事が１年ずつ続けて担当する。任期は最長で計３年とする。

④　理事，評議員，および監事の任期は１年とする。ただし，再任を妨げない。

（会議）

第 13 条　本学会は第２条の目的を達成するため，次の会議を開催する。

①　総会

②　役員会

③　編集委員会

（総会・学術大会） 

第 14 条　�総会・学術大会は，会長の招集により，年１回５月に開催する。ただし，会長が必要と認めたときは，臨時総会を開催する

ことができる。

（役員会） 

第 15 条　役員会は，常任理事会，理事会及び評議員会とし，第８条に定める役員をもって構成する。

２　常任理事会，理事会及び評議員会は，会長が随時召集し，総務担当常任理事がその議長を務める。



（編集委員会） 

第 16 条　編集委員会は，投稿原稿の査読，雑誌の編集および刊行，投稿規定の作成，その他の機関誌編集に関する業務を担当する。

２　編集委員会は，常設委員会とし，その委員は編集担当常任理事が推薦し，会長が委嘱する。

（経費） 

第 17 条　本学会の経費は，会費，寄付金およびその他の帰属収入をもって支弁する。

（会費）

第 18 条　�会費は，正会員　年額 5,000 円，学生会員　年額 2,000 円とし，年度当初に納入する。ただし，研究講座員については入室

時に一括して 100,000 円を納入する。なお，名誉会員の会費は免除する。

２　日本大学口腔科学会の会員は当日会費 3,000 円をもって，本学会において発表することができる。

（会計） 

第 19 条　本学会の予算・決算は，理事会及び評議員会の議決を経て，総会の承認を得なければならない。

２　本学会の会計年度は，毎年４月１日から翌年３月 31 日までとする。

（会則の変更） 

第 20 条　この会則を改正する場合は，理事会及び評議員会の議を経て，総会の承認を得なければならない。 

附則

改正年月日

昭和 32 年 ４ 月 １ 日　制定	 （昭和 32 年 ４ 月 １ 日 施行）

平成 ６ 年 ５ 月 22 日　一部改正	 （平成 ７ 年 １ 月 １ 日 施行）

平成 ８ 年 ５ 月 26 日　改正	 （平成 ８ 年 ４ 月 １ 日 施行）

平成 13 年 11 月 25 日　改正	 （平成 13 年 11 月 25 日 施行）

平成 14 年 ５ 月 18 日　改正	 （平成 14 年 ５ 月 18 日 施行）

平成 15 年 ５ 月 18 日　改正	 （平成 15 年 ５ 月 18 日 施行）

平成 16 年 ５ 月 22 日　改正	 （平成 16 年 ５ 月 22 日 施行）

平成 18 年 ５ 月 20 日　改正	 （平成 18 年 ５ 月 20 日 施行）

平成 19 年 ５ 月 19 日　改正	 （平成 19 年 ５ 月 19 日 施行）

平成 22 年 ５ 月 15 日　改正	 （平成 22 年 ５ 月 15 日 施行）

令和 ５ 年 ５ 月 21 日　改正	 （令和 ５ 年 ５ 月 21 日 施行）

令和 ６ 年 ５ 月 19 日　改正	 （令和 ６ 年 ４ 月 １ 日 施行）



日本大学歯学会表彰規定
平成 ８ 年 ５ 月 26 日制定

令和 ４ 年 ６ 月 20 日改正

第１章　総則

第 １ 条　�日本大学歯学会会則第３条第３項に基づく，学術領域における研究業績に対する表彰または奨励（以下選奨という）に関す

る事項は，この定めによる。

第 ２ 条　選奨は次のとおりとする。

日本大学歯学会奨励賞（以下奨励賞という）

第 ３ 条　前条の選奨の候補者を選考するため，選考委員会を置く。

第 ４ 条　�選奨の受賞者は選考委員会の議を経て，理事会において決定する。また，受賞者の所属，氏名，演題名を翌年の総会で公表

する。

第 ５ 条　選奨は副賞を総会その他の適当な機会において贈呈する。

第２章　日本大学歯学会奨励賞

第 ６ 条　�奨励賞は，優れた若手研究者を育成する目的で, 本学会総会・学術大会において優秀な発表を行い，かつ，次の各号に該当

する者に授与する。

①　選考の時期に本学会員である者

②　講演の時期において 35 歳以下の者

③　過去に奨励賞を受賞していない者

第 ７ 条　奨励賞の受賞者は原則５名以内とする。ただし，理事会の議決により受賞者数を変更することができる。

第 ８ 条　選考の対象となる演題は，表彰の時期の前年の本学会総会・学術大会において発表されたものに限る。

第 ９ 条　奨励賞は副賞として 20,000 円を贈呈する。

第３章　選考委員会

第 10 条　第３条による選考委員会は，奨励賞選考委員会とする。

第 11 条　奨励賞選考委員会の委員は，会長が理事の中から若干名を指名した後，理事会の承認により決定する。

第 12 条　奨励賞選考委員会は, 理事会において選奨の受賞者が決定したときをもって解散する。

第４章　規定の改正

第 13 条　この規定を改定する場合は, 理事会において決定し，総会に報告することとする。

附則

この規定は，令和４年４月１日から施行する。

平成 ８ 年 ５ 月 26 日制定　　平成 ８ 年 ４ 月 １ 日施行

平成 19 年 ５ 月 19 日改正　　平成 19 年 ５ 月 19 日施行

平成 22 年 ５ 月 15 日改正　　平成 22 年 ５ 月 15 日施行

令和 ２ 年 ５ 月 ７ 日改正　　令和 ２ 年 ４ 月 １ 日施行

令和 ４ 年 ６ 月 20 日改正　　令和 ４ 年 ４ 月 １ 日施行
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「日大歯学」投稿の手引き

日大歯学への投稿にあたっては本誌の投稿規定ならびにこの手引きに従う。
１. 論文の形式
　　1）�原著論文は原則として和文と英文の表紙，和文と英文の要旨，本文（緒言，材料および方法，結果あるいは成績，

考察，結論），文献，図（写真）・表の説明文の順とし，表紙から通しページ番号をつける。原著論文以外の総説，
症例報告なども，原則としてこれに準ずる。

　　2）原稿は A4 判用紙を用い，1 頁当たり 40 字× 20 行，12 ポイントの文字で印字する。余白は天地左右 25 mm 程度とする。
　　3）論文の形式は最新号の雑誌を参照すること。
２. 倫理規定
　　1）�人（資料・情報を含む）を対象とする臨床研究，疫学研究に関しては「人を対象とする医学系研究に関する倫理指

針」に従ったものでなければならない。研究対象者および患者からインフォームドコンセントを得ていること，ま
た所属機関の倫理委員会の承認を得ていること（承認年月日，承認番号を含む）を明記しなければならない。また，
発表資料等から研究対象者が特定されることがないように，匿名化されている情報（特定の個人を識別することが
できないものであって，対応表が作成されていないものに限る）にするなど，個人情報の保護を徹底すること。

　　2）�ヒトゲノムあるいは遺伝子解析に関する研究の場合には，「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」およ
び「遺伝子治療臨床研究に関する指針」に従ったものでなければならない。研究対象者および患者からインフォー
ムドコンセントを得ていること，また所属機関の倫理委員会の承認を得ていることを明記しなければならない。
投稿にあたり被験者全員の同意文書を添付する。また，発表資料等から研究対象者が特定されることがないよう
に，匿名化されている情報（特定の個人を識別することができないものであって，対応表が作成されていないも
のに限る）にするなど，個人情報の保護を徹底すること。　

　　3）�動物を対象とする研究の場合には，「動物の愛護及び管理に関する法律」等を遵守した上で，各研究機関が定める
ガイドラインに従って，動物実験等を適正に実施しなければならない。本文中に所属機関および実施機関の動物
実験委員会等の承認を得ていること（承認年月日，承認番号を含む）を明記しなければならない。

３. 表紙
　　1）�和文表紙には，中央上段から表題，著者氏名，所属機関名，責任著者連絡先，40字以内のランニングタイトルを

記載する。
　　2）�英文表紙には，中央上段から表題，著者氏名，所属機関名，責任著者連絡先，10 words以内のランニングタイト

ルを記載する。
　　3）�表題は，研究の主題を具体的かつ簡潔に表現する。また，論文を数報に分けて発表するときは，その研究の主題

の次に内容を具体的に表す副題を付ける。英単語は固有名詞・略語等を除き，小文字で表記する。
　　4）�英文表題は冠詞，前置詞，接続詞などの付属語ならびに慣用の特殊語を除き，単語の先頭文字を大文字，以下を

小文字で記す。また，ハイフンでつながる複合語の場合，ハイフンの後は小文字で記す。
　　5）�著者名の表記（旧字，異体字）は著者自身が指定する。また，著者の所属機関が異なる場合は氏名の右肩に数字

を付け，所属の左肩にも数字を付ける。指導者が共著者に含まれない場合は（指導：　　）として別に表記する
ことができる。英文では（Director(s):   ）とする。

　　6）�責任著者連絡先は，和文・英文とも著者1名の氏名，所属機関，住所，TEL，FAX，e-mail を記載する。
４. 要旨およびキーワード
　　1）�和文の要旨は，1,000 字以内とし，目的，方法，結果（成績）および結論に分け，各見出しを付ける。最後に，研

究の主題を的確に表現するキーワードを５個以内を記載する。
　　2）�英文の Abstract は 400 words 以内とし，Purpose，Methods，Results，Conclusion に分け，各見出しを付ける。

最後に Key words ５つ以内を記載する。
　　3）�Abstract は投稿者が十分に吟味し，必要に応じて英文校正者（歯科医学の専門知識を有することが望ましい）に

よるネイティブチェックを受けてから投稿すること。
５. 本文

1）構成
（1）�本文：原則として緒言，材料および方法，結果，考察，結論の順に記述し，付番はしない。症例報告は原則と

して緒言，症例の概要，治療内容と経過，考察の順に記述する。各項目の中で付番する場合は 1.・2.・3.……，
1）・2）・3）……，（1）・（2）・（3）……，①・②・③……，a.・b.・c.……，の順とする

（2）�緒言：研究の背景や新規性，目的および研究の意義を簡潔に記述する。
（3）�材料および方法は研究に用いた材料，方法，手順を，同一の方法で追試が行えるように詳細に記述する。製品名，製

造者名を原語で示す必要があれば，単語の先頭文字を大文字，以下を小文字とする。原則として，和文による論文で
は「一般名（製品名，会社名，都市名，州名（加・米国），国名（海外製品のみ）」，英文による論文では「一般名
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（製品名，会社名，都市名，州名（加・米国），国名）」のように記載する。なお，®やTMなどの商標登録表示は不要。
（4）�結果（成績）：客観的事実のみを記述し，著者の主観を交えたような表現を避ける。図表を含めてわかりやすく

示し，使用する図表は必要最小限にとどめる。
（5）�考察：研究から得られた結果を検討し，新知見，問題点，今後への展開などを明解に述べる。緒言との重複や

結果の繰り返しの記載は避ける。
（6）�結論：得られた結論のみを正確かつ簡潔に記述する。
2）表記

（1）�本文はひらがなまじりの口語文章体（いわゆる「である体」）とし，常用漢字，現代仮名遣いを用いる。代名
詞，接続詞，副詞，助動詞などは仮名書きとする。

（2）�和文では，句読点にはカンマ（ ，）とマル（ 。）を使用する。英文では，カンマ（ , ）とピリオド（ . ）を使用する。
3）用語・単位等

（1）�学術用語は「文部省　学術用語集　歯学編（増訂版）」および各学会制定の用語を使用する。数字はアラビア数
字（算用数字）を用いる。ただし，数字を含む名詞などは漢字とする。

　　　例）十二指腸，二次元，第一大臼歯
（2）単位は原則として国際単位系（SI）を使用する｡
（3）外国語の人名は，姓のみを記す。
（4）�国名および地名は本文中では原則としてカタカナ，文献欄では原綴のままとする。外国語の書名は日本語に訳

さず，原綴のままとする。
（5）�学名二名法のものは，属名の単語の先頭文字を大文字，以下を小文字とし，イタリックで記す．たびたび使用

する場合は，2 回目以後では属名を省略し，単語の先頭文字で表してさしつかえない。
　　　例）Streptococcus mutans → S. mutans
4）謝辞，その他の特記事項および利益相反

（1）研究補助金についての記載，謝辞およびその他の特記事項は結論の末尾に付記する。
（2）�利益相反（COI）が存在する場合，文献の前に利益相反と項目立てその旨を記載する。COIがない場合も「本論

文に関して，開示すべき利益相反はない。」などと記載する。
5）英文による論文
　�英文による論文には，英文校正者（歯科医学の専門知識を有することが望ましい）によるネイティブチェックを

受けたことを示す英文校正証明書を添付する（書式は問わない）。
６. 文献
　　1）文献は本文中の引用箇所に右肩上付きで引用番号を付け，引用順に本文末尾に所定の形式で記載する。
　　2）複数の文献をまとめて同一箇所に引用する場合は，年代の古い順に記載する。
　　3）�やむを得ず，学会発表の抄録などを引用する場合は末尾に（抄録），発行前の雑誌論文を引用する場合は（印刷

中），また英文の場合には（in press）と明記する。
　　4）本文中の文献呼び出しは，片括弧で，文の右肩に付す．2 つ引用する場合は「，」で，3 つ以上の場合は「-」でつなぐ。
　　　　　例：「著者ら3）は」「〜ことが報告されている7,8）」「過去の研究10-15）では」

1）�小川麻衣，高橋康代，伏木怜奈，堀貫恵利，馬谷原琴枝，清水典佳（2016）日本大学付属歯科病院歯科矯正
科における実態調査−来院患者数およびその分布について−. 日大歯学90, 53-60.

2）�Kurokawa H, Takamizawa T, Rikuta A, Tsubota K, Miyazaki M (2015) Three-year clinical evaluation of 
posterior composite restorations placed with a single-step self-etch adhesive. J Oral Sci 57, 101-108.

1）矢田純一（1997）医系免疫学. 改訂5 版, 中外医学社, 東京, 236-263.
2）宮崎真至（2015）MIの理念と接着. 接着歯学. 2版, 日本接着歯学会編, 医歯薬出版, 東京, 4-5.
3）Clark WG, Brater DC, Johnson AR (1992) Goth's medical pharmacology. 13th ed, Mosby, St Louis, 584-591.
4）�Kaugars G (1991) Benign fibro-osseous lesions. In Oral & Maxillofacial Radiology. Miles DA, Kaugars GE, 

Van Dis M, Lovas JGL eds, Saunders, Philadelphia, 125-153.

＜単行本＞
著者（発行年）書名. 巻, 版, 出版社, 出版地, ページ.
分担執筆者（発行年）分担執筆表題，書名，巻，版，編者または監修者，出版社，出版地，ページ．

＜翻訳書＞
原著者（原綴りで）（原書の出版年）原書名巻，原書の版，原書の出版社，原書の出版地：翻訳者名
訳（出版年） 翻訳書名翻訳書の巻または版．翻訳書の出版社，出版地，ページ．

＜雑誌＞　　著者（発行年）表題. 掲載誌巻, ページ．
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1）�White GE (1993) Osseointegrated dental technology. Quintessence, London: 前田芳信訳（1995）ホワイトの
インプラント上部構造. クインテッセンス出版, 東京, 47-60.

その他の記述形式

1）�Tsujimoto A, Barkmeier WW, Takamizawa T, Watanabe H, Johnson WW, Latta MA, Miyazaki M (2016) 
Influence of duration of phosphoric acid pre-etching on bond durability of universal adhesives and surface 
free-energy characteristics of enamel. Eur J Oral Sci, doi: 10.1111/eos.12284.

1）�厚生労働省．平成23年歯科疾患実態調査現在歯数および1人平均値歯種・年齢別（5歳以上・永久歯）． 
http://www.mhlw.go.jp/toukei/list/dl/62-17c23-l.pdf （2012年12月20日アクセス）

７. 図（写真）および表
　　1）�図（写真）および表は本文と別にし，図の場合は下方に，表の場合は上方にそれぞれ図表番号（例：図1，Fig. 表

1，Table 1）と表題を付記し，別に説明文（英文でも可）を作成する。
　　2）�図（写真）および表はそのまま製版できるように鮮明なものを用意し，縮小率を指定する。図をカラー印刷希望

の場合にはカラーデータを，モノクロ印刷希望の場合にはモノクロデータを添付する。また，データ形式は可能
な限りjpgとし，画像サイズはレイアウトに対応する大きさとする。画面解像度については写真の場合 300 dpi 以
上，線画の場合1,200 dpi 以上にすること。

　　3）図中に挿入する文字などは縮刷後も判読できる大きさで記入し，判読できるよう注意する。
　　4）顕微鏡写真および被写体の大きさを明示する必要がある場合はスケールを写真に入れる。
　　5）個人の顔写真を掲載する場合は，その人物が特定できないような配慮を要する。
８. ファイル作成上の注意
　　1）英字・数字（英文中の「,」「.」を含む）はすべて半角，漢字・仮名・句読点は全角で入力する。
　　2）本文中の数字と単位記号（「°C」「%」は除く）の間は半角分のスペースを空ける。
　　3）図表データを添付する場合は，作成に際して用いたソフト名およびバージョンを記載する。
　　4）ファイルを分割して作成した場合は原稿の記載順に，ファイル名に連番を付ける。
９. 投稿原稿の送付
　・原稿と電子記録媒体による投稿の場合
　　1）投稿原稿は投稿申込用紙等，表紙，要旨，本文，文献の順に重ね，表紙から通しページ番号をつける。
　　2）図および表は番号順に重ね，それぞれ別に綴じる。
　　3）投稿論文はオリジナルを１部 （図，表，写真を含む）送付する。写真については原図とする。 
　　4）送付にあたっては図，表，写真，電子記録媒体を損傷しないように十分に注意する。
　　5）投稿原稿は学会事務局へ提出あるいは郵送する。 
　　6）掲載された投稿原稿は返却しない。
　・電子投稿（e-mail）による場合
　　1）原稿（表紙，要旨，本文，文献）は，Microsoft Office Word（以下 Word）形式とする。
　　2）図は，jpg または pdf 形式とする。
　　3）表は，Microsoft Office Excelまたは Word 形式とする。
　　4）�ファイル名は，和文で「著者名」_「講座名」_「原稿・図・表・投稿申込用紙」_ そしてファイル種類を表す「.拡

張子」とする。　 例）日大太郎 _ 歯科保存学Ⅰ_原稿.doc
　　5）e-mail の件名（Subject）は，日大歯学投稿論文とする。
　　6）�pdf 形式にした投稿申込用紙，確認書，チェックリスト，承諾書，そして投稿原稿と図および表（英文による論

文では英文校正証明書）は日大歯学編集委員会の e-mail アドレス（de.shigakukai@nihon-u.ac.jp）に送付する。
　・�投稿申込用紙，確認書，チェックリスト，承諾書は，日本大学歯学会のHP「日大歯学」からダウンロードしてくだ

さい。

＜電子ジャーナル＞
原則として通常の雑誌論文と同様とするが，通巻ページが不明な場合はDOIなどを明記する。

＜インターネットウェブサイト＞
発行元．記事名．ウェブサイトアドレス（アクセス日）. 



日大歯学投稿申込用紙
日大歯学編集委員長 殿� 年 月 日

種類	 ○原著	 ・学位論文１（主論文）	 ○総説
		  ・　　〃　　（総括論文）	 ○症例
		  ・副論文	 ○その他
		  ・上記以外
表題

著者（共著者もすべて会員であること）

所属

投稿・校正責任者	 TEL	 （ 　　    ）
〒	 FAX	 （ 　　    ）
	 E-mail

氏名	 ㊞
請求書送付先	 TEL	 （ 　　    ）
〒	 FAX	 （ 　　    ）
	 E-mail

氏名	

【提出物】

本文 枚 図表のファイル
形式（jpg）等

図表（カラー） 枚 図表（白黒） 枚

確認書 枚 チェックリスト 枚

【提出方法】

原稿と電子記録媒体

電子投稿（E-mail）

【掲載証明書】

要　  ・  不要
どちらかに〇をつけてください

受 付 日 年      月      日 受付番号 Ｎ　　　  ― 会費納入状況

掲載予定 巻  .　　号 備考

【学位論文の場合】
学位論文は予備審査終了後に受け付けます。また，研究科分科委員会の審査終了後，修正があれば
直ちに再提出をお願いいたします。学位論文に係る以下の日付をご記入ください。
	 予備審査終了日	 年      月      日
	 研究科分科委員会書類受理日	 年      月      日
	 研究科分科委員会審査予定日	 年      月      日

日大歯学会事務局	 〒101-8310東京都千代田区神田駿河台1-8-13
	 日本大学歯学部研究事務課内		 Tel: 03-3219-8060
	 E-mail: de.shigakukai@nihon-u.ac.jp	 Fax: 03-3219-8324

＊＊＊　＊＊＊　＊＊＊　＊＊＊　以下は事務局で使用します　＊＊＊　＊＊＊　＊＊＊　＊＊＊



日大歯学編集委員会　御中

確　　認　　書

「日大歯学」への投稿に際して，以下の内容に関して間違いがないことを証明するとともに，
申告内容に虚偽があった場合には,いかなる責任をも負うことを確認いたします。

１．�人を対象とする臨床研究，疫学研究に関しては「人を対象とする生命科学・医学系研究
に関する倫理指針」に従ったものであること。研究対象者および患者からインフォーム
ドコンセントを得ていること，また所属機関の倫理委員会の承認を得ていること（承認
年月日，承認番号を含む）を明記すること。投稿にあたり被験者全員の同意文書を添付
し，発表資料等から研究対象者が特定されることがないように，特定の個人を識別する
ことができないように個人情報を加工し，復元できないようにするなど，個人情報の保
護を徹底すること。

２．�ヒトゲノムあるいは遺伝子解析に関する研究の場合には，「人を対象とする生命科学・医
学系研究に関する倫理指針に従ったものであること。研究対象者および患者からイン
フォームドコンセントを得るとともに，所属機関の倫理委員会の承認を得ていることを
明記すること。投稿にあたり被験者全員の同意文書を添付するとともに，発表資料等か
ら研究対象者が特定されることがないように，特定の個人を識別することができないよ
うに個人情報を加工し，復元できないようにするなど，個人情報の保護を徹底している
こと。

３．�動物を対象とする研究の場合には，「動物の愛護及び管理に関する法律」等を遵守した上で，
各研究機関が定めるガイドラインに従って，動物実験等を適正に実施していること。本文中
に所属機関及び実施機関の動物実験委員会等の承認を得ていること（承認年月日，承認番号
を含む）を明記すること。

４．�本論文はオリジナルであること，他の機関の著作権（著作財産権 copyright）も侵害しない
こと，全著者が本投稿最終原稿を読み，投稿への承認を得ていること。

５．�利益相反の有無を本文の最後に明記すること。利益相反のある場合には，関係した企業・
団体名と具体的内容も明記すること（筆頭著者・共著者，全員が対象）。

　　　論　文　表　題：

年　　　月　　　日

筆頭著者氏名：　  　　　　　　　　　　　　　㊞



チェックリスト

　投稿原稿が投稿規定，投稿の手引きに沿ったものであるかを確認のうえ，左欄に「レ」
印を入れて下さい。

投稿者チェック

□　　著者はすべて本学会員で，年会費は納入していますか。

□　　他誌に未発表・未掲載ですか。

□　　表題，著者氏名，所属機関を記載していますか。 

□　　ランニングタイトルを記載していますか（和文40字，英文10word以内）。

□　　著者連絡先は明記されていますか。

□　　和文要旨（1,000字以内）を添付していますか。

□　　英文Abstract（400word以内）を添付していますか。

□　　キーワード（5個以内）を付記していますか。

□　　A4版用紙に1頁当たり40字×20行，12ポイントの文字で印刷されていますか。

□　　原稿には表紙から通しでページ番号がはいっていますか。

□　　図（写真）および表はA4用紙を用い，縮小率が指定されていますか。

□　　�図（写真）および表には，図の場合は下方に，表の場合は上方にそれぞれ図表番

号（例：図1，Fig 1，表1，Table 1）と表題を付記し，別に説明文をつけてい

ますか。

□　　文献の表記は規定に沿って，引用順に記載されていますか。

　　　論　文　表　題：

年　　　月　　　日

筆 頭 著 者 氏 名：　  　　　　　　　　　　　　　㊞



承　諾　書

日本大学歯学会
日大歯学編集委員会　御中

年　　月　　日

　下記に署名，捺印した著者は，下記表題の投稿原稿が「日大歯学」に掲載された際に
は，同誌の投稿規定により，そのすべての著作権（著作財産権 copyright）を貴学会へ
譲渡することを承諾いたします。

表題：

氏名：　　　　　　　　　　　　　　印		  　　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　印		  　　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　印		  　　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　印		  　　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　印		  　　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　印		  　　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　印		  　　　　　　　　　　　　　　印



令和７年６月 30 日

各　　位

日本大学歯学会事務局

掲載論文の複写複製および転載複製について

　日本大学歯学会では，複写複製，転載複製およびAI利用著作権を一般社団

法人学術著作権協会に委託しています。

　当該利用をご希望の方は，同協会（https://www.jaacc.org/）が提供してい

る許諾システムを通じてご申請下さい。但し公益社団法人 日本複写権センター

（同協会より権利を再委託）と包括複写許諾契約を締結されている企業の社員

による社内利用目的の複写はその必要はありません。（社外頒布用の複写は許

諾が必要です。）

権利委託先：一般社団法人 学術著作権協会

https://www.jaacc.org/

〒107-0052　東京都港区赤坂9-6-41　乃木坂ビル

　なお，著作物の翻訳のような，上記以外の許諾は，学術著作権協会では扱っ

ていませんので，直接発行団体へご連絡ください。

　また，アメリカ合衆国において本書を複写したい場合は，次の団体に連絡し

て下さい。

　Copyright Clearance Center, Inc.

　222 Rosewood Drive, Danvers, MA 01923 USA

　TEL：1-978-750-8400 FAX：1-978-646-8600

以　　上　



How to Obtain Permission

　Nihon University Dental Journal authorized Japan Academic Association 

For Copyright Clearance (JAC) to license our reproduction rights, reuse 

rights and AI ML rights of copyrighted works. If you wish to obtain 

permissions of these rights in the countries or regions outside Japan, please 

refer to the homepage of JAC (http://www.jaacc.org/en/）and confirm 

appropriate organizations to request permission. 

　You may reuse a content for non-commercial use, however please contact 

us directly to obtain the permission for the reuse content in advance.

　Japan Academic Association For Copyright Clearance (JAC)

　https://www.jaacc.org/

　Nogizaka Bldg.2F 9-6-41, Akasaka, Minato-Ku, Tokyo 107-0052, Japan

　Please note that JAC does not deal with licenses, such as translations of 

copyrighted works. Please contact the issuing organization directly.

　If you would like a copy of this journal in the United States, 

please contact the following organizations.

　　Copyright Clearance Center, Inc.

　222 Rosewood Drive, Danvers, MA 01923 USA

　TEL：1-978-750-8400　FAX：1-978-646-8600
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日大歯学投稿規定

平成26年12月24日制定
  令和８年４月23日施行

１．本誌
　�　本誌は，研究成果の論文発表による発信を通して，歯科医学の発展に寄与することを目的として，

日本大学歯学会が発行する学術雑誌である。
２．投稿資格
　�　本誌へ投稿する著者（共著者も含む）は，原則として日本大学歯学会の会員に限る。ただし，日大

歯学編集委員会（以下，編集委員会という）が特に認めたものはこの限りではない。
３．投稿論文の種類
　�　原著論文，総説，症例・臨床報告およびその他とし，過去に他誌に掲載のもの，あるいは投稿予定

の無いものに限る。ただし，編集委員会が認めた場合はこの限りではない。編集委員会は総説論文等
（総説，報告，研究紹介，学会報告，招待論文，特許，社会活動，臨床ノート，フォーラム）の投稿を
依頼することができる。

４．倫理的配慮
　�　投稿論文は，ヒトを対象とする場合はヘルシンキ宣言（以後の改定，補足事項を含む）およびその

他の倫理規定を遵守し，動物実験は関係法令や基本指針等を踏まえ，動物実験等の具体的な実施方法
等を定めた研究機関内規定に基づいて倫理的に行われたものでなければならない。

５．利益相反
　�　論文の内容に関する利益相反をすべて申告すること。
６．投稿論文の採否
　�　投稿論文の査読後，その採否および掲載順序を編集委員会が決定する。なお，編集委員会は文意に

変化を来さない範囲において字句の改訂を行うことができる。
７．投稿論文の形式
　�　投稿論文の作成にあたっては，「投稿の手引き」に従いＡ4 判横書きで作成し，表紙から文献まで通

しページをつける。原著論文の形式は，原則として要旨，緒言，材料および方法，結果あるいは成
績，考察，結論，文献の順に記載する。原著論文以外の論文も，原則としてこれに準ずる。

８．校正
　�　著者による校正は，原則再校までとする。その際には，字句の著しい変更，追加あるいは削除など

は認めない。
９．著作権
　�　本誌に掲載された論文，抄録などの著作権は日本大学歯学会に帰属する。
10．掲載料
　�　著者は掲載料を負担する。掲載料はPDF1ページにつき10,000円とする。追加費用が発生した場合，

別途著者に請求することとする。編集委員会から依頼する原稿についてはこれを除く。
11．規定にない事項
　�　この規定にない事項は，別に編集委員会で決定する。
12．投稿論文の送付先
　�　所定の投稿申込用紙に必要事項を記入のうえ，下記へ送付する。

　�　〒101-8310 東京都千代田区神田駿河台1-8-13
	 日本大学歯学部研究事務課気付
	 日大歯学編集委員会
	 TEL：03-3219-8060，FAX：03-3219-8324
	 E-mail：de.shigakukai@nihon-u.ac.jp（日本大学歯学会専用のアドレス）
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